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参考：本書の作成経緯について

　日本労働研究機構（労働政策研究・研修機構の前身）では、労働関係

の情報を広く提供することを目的として、「加工指標開発に関する基礎研

究 委員会」（座長 神戸大学大学院経済学研究科 三谷直紀 教授）を設置

し、加工指標の提供に関する基礎的な研究を実施した（平成9年度）。そ

こでは、各方面へのヒアリングを行い、利用ニーズの高い指標を検討す

るとともに、政府の各種白書等をサーベイし、一般に広く提供すべきと

考えられる加工指標を整理した。その結果を受け、提供すべきと判断さ

れた加工指標について実際の開発作業が行われ、利用者のニーズにあっ

た加工指標の作成がなされてきた。
　本書は、以上の経緯を受け、従来以上にわかりやすく有益な情報提供
を目指して、提供すべき加工指標の項目を検討・吟味し、作成したもの
である。
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